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集合的選択による所得再分配

中 山 幹 夫

1. はじめに

Hochmanと Rodgers〔1969〕は所得再分配を高所得者の善意にもとづく移

転の結果として考えるためのフレーム・ワークを提示しているO しかしこの

ような自発的移転によるパレート最適再分配の達成は可能性の薄いものとみな

されてきた。その理由のひとつとして，同ーの低所得者に対する 2人以上の高

所得者による移転は公共財に対する費用負担と同じ問題をひきおこし移転者

はフリーライダーとして行動するように動機づけられるためパレート最適は達

成されないとしづ議論がある（e. g. Goldfalb〔1970〕〉。この指摘の妥当性は，

フリー・ライダ、ーとし、う行動の定式化に依存すると考えられるが，たとえば，

Nakayama〔1979）は他人の移転額を与えられたものと仮定して自分の移転を

決定するとしづ意味でこれを考え，効用の相互依存に関する広い多様性のもと

でこのような行動の均衡 (i.e.,Nash均衡〉は社会が2人のみから成る場合を

除いて一般にパレート最適再分配を実現することはないだろうと論じた。この

立場に立つと， Musgrave〔1970）や Goldfalb〔1970〕 がつとに指摘してきた

ように，個人の自発性のみに基礎をおくメカニズムのもとではバレート最適の

達成は望めず，何らかの政府の行動ゃあるいは集合的選択を通じての再分配を

考える必要があるということができるO

この論文では，ひとつの試みとして，集合的選択による所得再分配のための

メカニズムを， SimpleGameのわく組で考察してみたいと思う。 SimpleGame 

は，ゲーム理論の中で Shapley〔1962）によって定式化され，比較的最近にな
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って Nakamura〔1976〕や Peleg〔1978〕によって社会的選択理論の中にも位

置づけられるようになったゲームのモデ、ルで、あるO それは本質的には，勝利提

携（winningcoalition）とよばれるあるいくつかの特定のグループのみが決定

に際して実行力をもちうるような集合的意思決定の状況を記述するモデ、ルで，

たとえば単純多数決のような決定方式などはその一例であるO

われわれの目的は，個人間移転を通じて，どのような勝利提携にもくつがえ

されることのない再分配に到達することが原理的に可能であるかどうかという

ことを検討することであるO 言いかえれば，個人間の移転によってコアに属す

る再分配を達成することが主な関心事であるO 以下のモデ、ルで、は，このことが

効用の相互依存の広い多様性のもとで可能であること， したがってとくに，

Hochmanと Rodgers〔1969〕の仮定した善意にもとづく相互依存性のもとで

も可能であることが示される。ただし，この可能性はむろん， コアが空集合で

ないときにのみ意味をもっO Nakamura〔1976〕の基本的な定理によれば，以

下に定義する SimpleGameが論理的に可能なすべての選好関係のプロフィー

ルに対して空でないコアをもつためには，すべての勝利提携が同ーのあるグル

ープを共有していることが必要十分である。したがって，たとえば多数決ルー

ルはわれわれの目的のためには一般に有用で、はなく，異なる観点から勝利提携

を定義することが必要であるO われわれはある単純な方法で必要な性質をもっ

提携構造を与えるO

ここで，次の点に注意しておくべきであると思われるO それは，上記のコア

の存在のための条件は，拒否権（veto）をもっグループの存在を意味し，これ

はさらに社会的選択理論においては社会的厚生関数の不可能性を意味するもの

と解されるのが通常であるということである（e.g. Sen. 〔1977〕〉。しかし，わ

れわれは社会的選択理論には explicitには表われてこないもうひとつの条件，

すなわち，個人的合理性を導入し，いかなる個人も現状からの悪化に対してそ

れを拒否する権利を有するものと仮定する。この仮定が妥当であるような状況

のもとでは， Maskin〔1976〕 が述べているように拒否権の非存在を主張する
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根拠が希薄なものとなることは明らかであろう。

2. 移転における均衡

N={l,2，…，n｝で個人 iの集合をあらわす。個人 iは mi>Oで示される初

期所得（貨幣で測る〉をもっているO 再分配はベクトル x=(x1,x2…，xn）で

あらわされ，これは次の集合Xの要素であるO

X={x=(x1，…，xn）：引と0for all iEN, and ~ xi＝~ mi｝。
iEN iEN 

m=  (mp・・・, mn）で初期分布をあらわす。各個人 iは再分配 xEXに関する選

好を連続な効用関数円。〉という形でもっているO このことは， どの個人も

社会の総所得がどのように再分配されるかということに関心をもっているとい

うことを意味する。したがって，論理的には，善意だけでなく「悪意」や無関

心などを含むあらゆる効用の相互依存を考えることができる。

さて，各個人はこのような相互依存的関心にもとづいて他人への所得移転を

動機づけられる。この相互依存は，上で注意したように，善意にもとづくもの

とは限らないので，われわれは「負の移転」をも可能なものと考えるO した

がって， tu が個人 i から j への移転額であるとき，条件：~ tii=mi for all 
jEN 

i巴N だけを要求する。しかし各個人へのこのような移転の結果としての最

終所得はある一定の意味で実行可能なものであるべきであろう。形式的には，

次のように表現することができるO 各個人 iは，

Ti={ti=(ti1，…，tin) : ~ ti;=m;) 
JEN 

で与えられる戦略集合をもっO また， XをXの空でない閉集合とし， xEXな

らば再分配zは実行可能であるということにするO 初期分布mは実行可能と仮

定しよう。さらに，任意に選ばれた戦略の組 t=(t，，…，tn）は次のルールに従

って実行可能な再分配 x(t)EXを実現するO

x(t) = （~ t;i, ・・・, ~ tin) if （~ t;i, ・・・, ~ tin）巴X,
jEN jEN jEN jEN 

=(m1，…，mn) otherwise. 

すなわち，もし戦略の組が実行可能でない再分配を指定するならばその再分配
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は実行されなし、。このルールのもとでは，どんな戦略の組も実行可能な再分配

を定義し，また逆も成立するO

実行可能集合 Xの導入は，可能な結果の中から望ましくないと思われる再

分配を排除することを意図するものであるO われわれのモデ、ルで、は負の移転も

許されているから，移転の結果ある個人の welfareは初期状態よりも悪化して

いるかも知れない。このような事態を排除しておくために，われわれは Xを

個人的合理性をみたす再分配の全体であると規定する。すなわち，

X={x巴X:u／めとu/m)for all iEN}. 

さらに， X は X に相対な内点をもっとするO

仮定1. 条件： u/x)>ui(m)for all i巴N をみたす再分配 z巴X が存在

するO

この仮定はさらに少なくとも 1人の利己的でない倒人が存在することを要

求する。ここに，個人 iが利己的であるとは，任意の z巴X対して， ui(x)>

u/m）ならば xi>miなることを意味する。利己的でない個人の存在は， 「善

意なる高所得者」という Hochmanと Rodgers〔1969〕の仮定を一般的に述べ

たものにすぎない。

さて，われわれは以上のような条件のもとで行なわれる移転の均衡として，

ある意味で安定なものを考えたし、。そのため，まず， SをNの空でない任意の

部分集合としよう。 Sを提携（coalition）とよぶ。各々の提携Sに対し， Ts===

× Tiで定義される集合 Tsを考える。これによって，提携S内のメ γパーに
i巴S

よる戦略の選択 ts==.(ti)iESの全体をあらわす， i.e., ts巴Ts. また Cで，あ

る提携のクラスをあらわす。そして，次のように定義する。

定義 cc－強均衡〉． tεTNが Cー強均衡 （C-SEと略す〉であるとは， ど
の S巴C対しても， ui(x(is,tp_s))>ui(x(t)) for all tεSとなるようなら巴

Tsが存在しないことをし、う。

この C-SEは， Cに属するどの提携SもN-Sが戦略を変えないという仮

定のもとでSのメンバーの状態を同時に改善するような他の戦略がもはや存在
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しないという意味で安定な戦略の組を意味しているO CがNの任意の空でない

部分集合からなるときは， C-SEは Aumann(1967）による強均衡であり，

また， CがNのすべての単集合からなるときは通常の Nash均衡である。次の

節でわれわれはCをすべての勝利提携の全体と同一視する。

3. 安定な再分配

いま， Wを次の条件 c1）および（2）を満足する提携のクラスとする
NεW，および，空集合 0牢W (1) 

SEW and ScR なら~i REW (2) 

Wの要素は勝利提携とよばれる。（1）から，全体Nは勝利提携であるO G= 

(N, TI:つを， SimpleGameとよぶ。多数決ルールは

W={RcN: (Rの中の人数〉ミk},k>n/2 

であるような SimpleGameである。この節ではWは与えられているものと仮

定する。

さて，実行可能な再分配の集合 X からの選択を行なうため， ここで G=

(N, W)のコア Core(G. X）を定義しておく。

定義（Core(G, X)). 再分配 xEXが zεCore(G, X）であるとは， ど

の S巴W についても， ui（正）＞u;(x)for all iESとなる再分配 xεXが存在

しないことをいう。

この定義からただちに次のことが云える。

定理1. W=Cとすると， W-SEで達成される再分配の全体は Core(G,X)

と一致する。

証明は，いかなる戦略の組 t巴Tuについてもある実行可能な再分配 xEX

が対応しまた逆も成りたつことに注意すれば十分であろう。

この定理によって，どの勝利提携によってもくつがえされない再分配は，も

し存在すれば，個人間移転の均衡によって達成可能であることがわかるo Core 

(G,X）の存在は，各人の効用関数的（・〉が任意に与えられるならば， 本質的
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にWの構造に依存する。たとえば， W={N｝としよう。これは全員一致のル

ールを意味し， Core(G,X）はパレート最適でかつ個人合理的な再分配の全体

に一致するO 他方，ある iE.Nに対し W={ScN:iES｝と定義すると，これ

はいかなる決定に対しても iが独裁的権力を有することを意味し， Core(G,X) 

はtにとってベストであるような再分配のみから成る。これらはいずれも極端

なケースであり，ある意味で両極をなしているO われわれは次の節でこれらの

ケースを特殊な場合として含みうるようなWの構造を与えよう。

4. 拒否グループ

次の条件（3）をみたすNの空で、ない部分集合Vが存在するとしよう。

VcS for all S巴w (3) 

Vのメンパーはいかなる勝利提携の形成にも欠くことのできない個人のクやルー

プであり，このような個人を拒否権者（vetoer）とよぶ。このような拒否権者

の存在が Core(G,X）の存在に対する十分条件であることは次のように確か

めることができる。

いま， Vが（3）を満足するとしよう。すると，各i巴Vに対し的（xっとui(x)
for all z巴Xとなる xiE.Xが存在する（u／・〉の連続性と X のコンパクト性

から〉。ゆえに，いかなる SεWに対しでもある xE.Xについて Uj（め＞uj(Xj)

for all jE.Sとなることは有り得なし、。したがって， tεVならば xiE_Core

(G,X）となることがわかる。

ここで次のことに注意しておこう。もし， Vが単集合，たとえばある iE.N

について V={i｝であったとしても，一般に d は Core(G,X）の唯一の再

分配であるとは限らなし、。ただし， iが同時に独裁者でもある場合（i.e., {i} 

巴Wうは除かれる。

さて，われわれの問題に帰って， Wを構成することを考えよう。そのため，

Tを任意の非負の実数とし， Wrを次のように与える。

W7={ScN: ~ m；ミr} (4) 
tES 
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この Wrが適当な 7に対して条件（ 1）と（2）を満足することはあきらかで

あり，したがって， SimpleGame G7= (N, W7）が得られる。さらに，もし Wr

が相対的に「裕福な提携」のみから成ると仮定すると， Core(Gr, X）が空集合

でないことが確かめられる。これをみるために，次のように仮定しよう。すな

わち，ある iENに対し

~miとr＞~ mi-mi (5) 
jEN jEN 

とするO このとき次の定理が成立する。

定理2. もし，ある iεNUこ対して Tが（5）を満足するならば， Core

(G7,X）キ（｝.

これは，（ 5 ）を満たす i がもし t毎S であるならば ~miくT であり，そ
jES 

れゆえ St;t=W，であることからただちにしたがう。

こうして Wrのもとでは， SimpleGame Grはコアをもつことがわかる。

もし（5）がすべての個人 iについて成立するような Tが選ばれたとすると，

W7={N}={V｝となり全員一致の決定ルールが得られるO たとえば，初期所

得の分布が均等（i.e.,m1＝…＝mn）であったならば， この全員一致ノレールは

避けられなし、。他方，もし初期分布がきわめて不平等で，ある iεNが mi>

~ mi/2をみたすような所得 miを与えられている場合には V={i｝ξWと
jEN 

なり，個人 tは独裁者の位置を占めることになる。しかし，いずれのケースに

おいても実現される再分配は少なくともパレート最適であり同時に個人合理的

であるO

5. おわりに

提携構造 Wrは，相対的に richなグループが再分配の決定に際して相対的

に強い立場にあることを意味している。したがって，もし高所得者が低所得者

の所得に無関心であったとしたら結果として生ずる再分配は初期状態とほとん

ど変わらないものになるだろう。つまり，高所得者は低所得者の所得の上昇を

ある程度までは喜ぶという Hochmanと Rodgersの仮定はここでも実質的に
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前提としなけばならなし、。われわれの選択メカニズムはこの場合，高所得者の

移転の動機をより強く反映した再分配を実現することになるo

ただし，同じ効用の相互依存関係のもとで，高所得者ではなく低所得者の負

の移転動機をより強く反映する再分配を実現することも可能であるO そのため

には提携構造を

w;={ScN: ~ ~ーお｝
t巴s'"'i 

と与えればよし、o Wrのもとでは，適当なrに対して低所得者のみが拒否グル

ープを形成し，決定に際して強い立場に立つことができるo この場合，最終的

な分配は低所得者が高所得者から所得を「奪い取る」形のものになるであろ

う。むろん，それにもかかわらず，高所得者の welfareは個人的合理性の条件

によって初期状態より悪くなることはない。

いずれにせよ決定的な役割を果たしているのは仮定1の「非利己主義者の

存在」と，それが高所得者の中に存在するということであるO このことは，

Hochmanと Rodgers〔1969〕の議論の出発点にほかならなし、。われわれが示

したことは，この分配の外部性をある集合的選択のメカニズムを通じて内部化

することが可能だということである。
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